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新年のご挨拶
　電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議
会の会員の皆さま、明けましておめでとうございます。
　電子基準点は、GNSS衛星からの電波を連続して
受信する観測施設であり、国土地理院により全国
に約1,300箇所設置されています。この観測網は、
測量や災害対策の基礎となる国家座標を維持し、
地震・火山活動の監視、高精度測位サービスなどを
担っており、日本が世界に誇る基盤インフラです。
本協議会は、電子基準点で受信したGNSS衛星デー
タを利用するリアルタイム測位サービスが、安定的
に運用され、また広く活用されるよう推進する活動
を行っています。特に国土地理院とは、リアルタイ
ム測位のさらなる環境整備や利用制度の充実に向
け、年に数回意見交換を行っております。
　昨年、本協議会が最も注力した活動は標高改定
に関する注意喚起活動でした。国土地理院では、令
和７年４月１日に新たなジオイド・モデルを正式公

開し、このジオイド・モデルと電子基準点を基盤と
して、全国の基準点（電子基準点、三角点、水準点）
の標高成果が改定されました。これに伴い同日から
電子基準点のデータ配信内容も変更されました。
　本協議会は、電子基準点データ配信に関わる協
議会として、この標高改定と配信内容変更に関す
る周知・啓蒙活動に早い段階から精力的に取り組
んでまいりました。まず、補正情報配信サービスの
ユーザに対して、標高改定があること、事前に装置
やソフトウエアのアップデート等が必要であること
を周知・注意喚起する取り組みを実施することを幹
事会で議論し決定しました。その上で、特に測量分
野以外のICT施工や土工分野のユーザを念頭に注
意喚起するリーフレットを作成し、２月にユーザお
よび関係機関に配布する取り組みを行いました。ま
た、本件によって影響を受けると想定される関係機
関にも積極的に注意喚起を促す活動を実施いたし
ました。その結果、これまでのところ大きな問題は
発生しておりません。ご尽力いただきました関係者
に深く感謝いたします。
　本協議会は基盤技術、利用促進という２つのワー
キンググループを中心に活動しており、今年も継続
していきます。また、会員の皆様を対象とした講演
会、講習会の開催を行ってまいります。
　どうか今年も当協議会に対しご協力を賜ります
ようお願い申し上げて、新年のご挨拶といたします。
電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議会
� 会長　佐田　達典

佐田　達典　会長
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2025年１月15日	 会報紙「協議会だより（Vol.53）」を発行

2025年３月４日	 第121回　幹事会を開催

　　　　〃　　　	 第51回　国土地理院との意見交換会を開催

	 　【国土地理院からの情報提供】

	 　　①民間等電子基準点の登録数について

	 　　②標高改定について

	 　　③高精度測位社会における電子基準点施策のあり方検討会について

	 　　④常時解析について

2025年４月21日	 第122回　幹事会を開催

2025年６月16日	 第24回　総会・講演会を開催

2025年７月29日	 第123回　幹事会を開催

　　　　〃　　　	 第52回　国土地理院との意見交換会を開催

	 　【国土地理院からの情報提供】

	 　　①民間等電子基準点の登録数について

	 　　②電子基準点等のデータ配信に係る検討についての協力依頼

	 　　③L1C/Bの配信について

2025年８月５日	 会報紙「協議会だより（Vol.54）」を発行

2025年11月６日	 第124回　幹事会を開催

　　　　〃　　　	 第22回　リアルタイム測位利用技術講習会を開催

2025年12月９日	 第125回　幹事会を開催

　　　　〃　　　	 第53回　国土地理院との意見交換会を開催

	 　【国土地理院からの情報提供】

	 　　①民間等電子基準点の登録数について

	 　　②�F5.1解の正式運用開始に伴う定常時地殻変動補正パラメータの提供に

ついて

令和７年の活動報告
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第22回リアルタイム測位利用技術講
習会の報告
　令和７年11月６日（木）に『第22回リアルタイ
ム測位利用技術講習会』を対面会場とオンライン
配信を併用した、ハイブリット方式で開催しました。
　第１講演の ｢準天頂衛星システム「みちびき」の
最新動向と測位技術の高度化に向けた展望」では、
アジア大洋州地域の衛星測位の動向から「みちび
き」の将来の展望として、11機体制への拡充ついて
ご講演いただきました。第２講演の「REGMOSに
ついて」では、電子基準点を補完する目的で設置を
行い地殻変動の監視を強化し、地震・火山活動の
基礎資料として貢献されている可搬型観測装置を
ご説明をいただきました。第３講演の「ドローン分
野での測位衛星の活用状況」では、RTK技術の導
入により、農業、物流、インフラ点検など多様な分
野でのドローン活用を紹介をいただきました。講師
の方々からとても興味深いご講演をいただきました
ので、その要約をご寄稿いただきましたので、ここ
に掲載させていただきます。
　また、今回も全国からたくさんの参加申込みがあ
り、北海道から福岡県まで14都道府県の皆様にご
聴講いただきました。
�
■参加者の内訳（会員／非会員）
　会　員　20名（※協議会の役員、委員は含まず）
　非会員　22名

■参加者の内訳（都道府県）
　北海道、岩手県、宮城県、茨城県、
　東京都、神奈川県、石川県、福井県、岐阜県、
　静岡県、愛知県、大阪府、兵庫県、福岡県
�

　各講演の要約を次ページ以降に掲載いたしまし
たので、ご覧ください。

■講演者を募集しています
　６月および11月に開催予定の講習会にて、
講演者を募集しております。
　リアルタイム測位に関する取り組みを会
員の皆様にご紹介いただける方をお待ちして
おります。また、講演で取り上げてほしい内
容やテーマについてのご要望も、ぜひお寄せ
ください。

■講師のご紹介

●�「準天頂衛星システム「みちびき」の最新動向と
測位技術の高度化に向けた展望」

内閣府宇宙開発戦略推進事務局�
準天頂衛星システム戦略室

齊田　優一　様

●「REGMOSについて」

国土交通省国土地理院
兒玉　篤郎　様

● ｢ドローン分野での測位衛星の活用状況｣

株式会社Survey Life 代表取締役
鵜飼　尚弘　様

電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議会　●News Letter

令和８年１月15日発行　Vol.55
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１．衛星測位とアジア大洋州地域
　かつて宇宙は、国家的プロジェクトや科学技術の

象徴として、私たちの日常から遠い存在であった。

しかし近年、人工衛星を活用した測位サービスや

データ通信、リモートセンシング等が急速に経済活

動と結びつき、社会に不可欠なインフラとなった。

　アジア・オセアニア地域では、中国のBeiDou、イ

ンドのNavIC、そして日本のQZSS（みちびき）が

高密度に配置され、人口や経済活動が集中する地

域でも安定した測位サービスが提供されている。こ

のため、世界のGNSSデバイスの多くがこの地域で

利用されており、今後は気候変動対策、物流の最適

化といった新たな分野での活用も期待される。

２．準天頂衛星システム「みちびき」とは
　みちびきは日本政府が開発・整備・運用する衛星

測位システムである。日本及びアジア・オセアニア

地域において、測位衛星が高仰角かつ安定的に飛

来するよう、みちびきは「静止軌道」と「準天頂軌

道」の２種類の軌道を採用している。

　みちびきは基本的なPNTサービスに加え、測位

補強サービスや災害情報配信等、独自のサービスも

提供する。

３．みちびき７機体制に向けた取り組み
　2018年から４機体制でサービスを開始していた

が、2025年度より追加３機を順次打上げ、次年度

には７機体制で運用を始まる予定である。

　2025年２月２日、みちびき６号機はH3ロケット

５号機で打上げられ、約半年間の機能確認やチュー

ニング作業を経て、７月19日より正式サービスを

開始し、５機体制となった。

　次に打上げが予定されている５号機はすでに開発

を完了しており、12月７日に打上げ日が設定され、

現在は種子島宇宙センターにて打上げに向けた準

備作業が進められている。また７号機についても開

発は完了しており、今年度中には打上げを実施する

計画である（記事執筆時点）。

　７機体制では、東西方向にも静止衛星（７号機

は準静止軌道）を配置することで広範囲を安定し

てカバーできるほか、準天頂軌道上にも衛星が追加

される。これにより、アジア・オセアニア地域にお

ける可視衛星数やDOP（Dilution of Precision）が

向上し、みちびきのみを用いた測位が可能となる。

　みちびきは今や社会を支える重要なインフラであ

り、より安全で安定したサービスを提供する必要が

あることから、内閣府では11機体制に向けた検討

を開始し、３号機後継機（QZS-3R）と８号機（QZS-

8）の開発にも着手した。

「準天頂衛星システム「みちびき」の最新動向と測位技術の高度化に向けた展望」
齊田　優一

【講　演】
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４．みちびきのサービスの今後
　７機体制の構築と並行し、みちびきが提供する

サービスについても高度化される。

　「高精度測位システム（ASNAV）」は、衛星間測

距システム（ISR）や衛 星/地 上 間 測 距システム

（PRECT）により衛星軌道や時刻の推定・予報精

度を高める取組みである。将来、全ての準天頂衛星

にこのシステムが搭載されれば、スマートフォンの

ような一般的な受信機での現状５～10m程度のユー

ザ測位精度が１mにまで飛躍的に向上する。

　「センチメータ級測位補強サービス（CLAS）」は

国土地理院が整備・運用するGEONETの観測デー

タを活用し、PPP-RTK方式による精密測位を可能

とし、都市部や中山間部等、日本国内の多様な環

境での産業の効率化に貢献するサービスである。従

来、CLASは全てのみちびき衛星で同一の補強情報

を配信していたが、2025年８月より、衛星毎で異な

る補強対象を割り当てることで実質的な対象数が

増加し、サービスの可用性が向上した。

　「高精度測位補強サービス（MADOCA-PPP）」は

アジア・オセアニア地域でも高精度測位が可能にな

るデシメータ級のサービスである。2025年７月から、

補強対象信号や衛星数を増強し、多周波数PPP-

ARにも対応することで、初期収束時間（TTFF）

の大幅な短縮を実現した。また、開発者や研究者を

対象に、MADOCA-PPPの補強情報のインターネッ

ト配信を開始し、オープンソースのテストライブラ

リ（MADOCALIB）をGitHub上に公開している。

　「災害・危機管理通報サービス（災危通報）」は地

震や津波発生時の災害情報等、危機管理情報をみ

ちびきのL1S信号を用いて提供するサービスである。

2024年度からはJアラート・Lアラートの配信を開

始し、さらには日本国内の自治体やオーストラリア

や東南アジア諸国が作成した防災情報配信に向け

たシステム改良も実施した。

５．みちびきの利活用の動向
　みちびきは衛星単独で高精度測位が可能で、か

つ無料で利用できる利便性の高い測位サービスで

あるが、受信機の大きさや価格が課題であった。実

際、サービス開始当初の受信機は所謂弁当箱サイ

ズで、価格も100万円以上が一般的であったが、近

年では10万円以下の小型機器が複数登場し、農業、

測量、海事、インフラ、ドローン等、多岐にわたる

産業分野での利用が急速に広がっている。また、内

閣府では2018年度以降、毎年公募実証を実施し、

これまで約60件の実証を支援した。これらの実証

成果は、製品化や産業利用の促進に結びついている。

６．まとめ
　みちびきは７機体制の構築、11機体制に向けた

検討、衛星軌道・時刻の高精度化によるPNTサー

ビスの向上、CLASやMADOCA-PPP等の測位補

強サービスの充実、防災情報の配信強化等の様々

な取組みを通じて、日本国内のみならずアジア・オ

セアニア地域における社会インフラとしての役割を

着実に拡大している。

　将来はスマートフォンやウェアラブルデバイスで

も高精度測位が可能となることで、一般消費者で

も高精度な位置情報を扱えるようになることが見込

まれ、これまでにない新しいサービスの創出が期待

できる。

　今後も、準天頂衛星システム「みちびき」は、宇

宙から経済活動と社会基盤の進化を支え、安全で

持続可能な社会の実現に大きく貢献するだろう。

� 内閣府宇宙開発戦略推進事務局

� 準天頂衛星システム戦略室

� 技術参与　齊田　優一

電子基準点を利用したリアルタイム測位推進協議会　●News Letter

令和８年１月15日発行　Vol.55
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１．REGMOSの役割
　国土地理院は、可搬型GNSS連続観測装置（以

下「REGMOS」（Removable GNSS Monitoring 

System）という。）を用い、電子基準点の配点密度

が低い地域を補完して国家座標の基盤を提供し、

地殻変動の監視を行っている。

　電子基準点は、全国約1,300か所に設置された

GNSS連続観測点で24時間365日観測を行なって

おり、観測したデータは、国土地理院（つくば市）

にある中央局に送信され、広く一般に提供されると

ともに広く位置情報の基盤となる「日々の座標値」

等を算出している。全国の電子基準点の観測網と

中央局等からなるGNSS連続観測システム（以下

「GEONET」（GNSS Earth Observation Network 

System）という。）では、測量の基準点として観測

データを提供するほか、ネットワーク型RTKや準

天頂衛星システムのセンチメータ級測位補強サービ

ス（CLAS）の補正情報の源泉となるリアルタイム

データを配信し、高精度な位置情報サービスの基盤

としての役割も担っている。さらに、日々変動を続

ける我が国の国土の変動監視にも活用されている。

　電子基準点の活用は全国に広がっているが、電

源や通信といったインフラ整備が十分でない場所で

は、電子基準点の密度が低く、地震や火山活動等

によって複雑な地殻変動が生じた際に国家座標の

提供を継続するのが難しい。これに対処するために

開発したのがREGMOSである。

２．REGMOSの構成
　1998年（平成10年）に初号機を岩手山に設置し

て以来、様々な場所に設置している。運用を開始し

た当初は、火山活動に伴う地殻変動の監視を目的

としたため、過酷な環境下でも安定して連続観測が

可能となるように設計を行った。現在は、筐体の前

面と側面にソーラーパネルを設置し、大容量のバッ

テリーを積載することで、年間を通して安定的な電

力供給を実現している。通信は、設置場所に応じて

衛星携帯もしくは地上携帯回線を利用している。ま

た、GNSSアンテナに加え、カメラ、傾斜計、温度計

など周辺環境を監視する外部機器も設置可能となっ

ている。図１中のRCL（Remote Control Logger）

は、GNSSデータの送受信を制御するだけでなく、

「REGMOSについて」
兒玉　篤郎

【講　演】

図１　REGMOSの主な構成



7

外部機器のデータ送信や電源の制御も行う。

　さらにREGMOSは、分解・再組立が容易な構造

となっており、ワンボックスカーに積載して運搬が

可能である。こうした創意工夫によりREGMOSは、

機動性の高い観測を実現し、災害後の迅速な緊急

観測など、国家座標の基盤の維持に幅広く活用さ

れている。

３．REGMOSの活用
　2025年11月現在、全国に９台のREGMOSを設

置している。このうち、直近に設置した能登半島と

悪石島の事例を紹介する。

　石川県能登地方では、2020年12月から地震活動

の活発化が見られ、電子基準点でもこれに伴う地

殻変動が捉えられており、2022年６月19日には、

一連の地震活動において最大となるM5.4の地震が

発生し、最大震度６弱を観測した。地震調査研究

推進本部では、局所的に生じたこの群発地震に対

して能登地方の電子基準点の密度が十分でないこ

とから、地震を引き起こしたメカニズムの推定は困

難と評価していた。

　そこで、国土地理院では、継続する地震活動に伴

う地殻変動を詳細に把握するため、2022年７月能

登半島にREGMOSを２点設置した。その結果、

2023年５月５日に最大震度６強の地震が生じた際

には地震時の地殻変動を捉え（図２）、変動から推

定した地下の断層の情報は、地震調査研究推進本

部による地震活動の評価に用いられた。把握した地

殻変動は、復旧に必要となる国家座標の更新にも

活用されている。

　令和７年６月下旬から地震活動の活発化が見ら

れた吐噶喇列島（トカラ列島）近海では、震源域が海

域に位置し、周辺の離島に電子基準点が不在であっ

たため、国土地理院は国土交通省の緊急災害対策派

遣隊（TEC-FORCE）として、悪石島にREGMOSを

設置した。トカラ列島については、引き続き観測を継

続して地殻変動の推移を監視するとともに、必要に

応じて国家座標の更新も検討していく。

４．まとめ
　国土地理院は、今後も効果的、効率的な電子基

準点の配備を継続し、必要に応じてREGMOSによ

る機動観測を追加することで電子基準点を補完し

て国家座標を安定して利用できる環境を維持して

いく。加えて、得られた成果を迅速に関係機関に提

供して政府の地震評価に貢献し、迅速な復旧・復興

の支援を継続していく。

� 国土交通省　国土地理院

� 測地観測センター　電子基準点課

� 課長補佐　兒玉　篤郎

図２　�2023年５月５日に発生した石川県能登地
方の地震（M5.5）前後の変動ベクトル図
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１．はじめに
　近年、ドローンは測量・点検・防災・物流といっ

た幅広い分野で社会実装が進んでいます。その中核

を支える技術が衛星測位であり、特にRTK（Real 

Time Kinematic）に代表される高精度測位は、ド

ローン運用における位置精度の確保、安全性の向上、

さらには自動化の実現に欠かせない要素です。国土

交通省が推進するi-Constructionをはじめ、社会全

体でデジタル化・省力化が求められる中、測位技術

の果たす役割は年々大きくなっています。

　本稿では、ドローンにおける衛星測位技術の変遷、

RTKの普及による産業活用の広がり、実証事例、

そして今後の展望について詳細に解説します。

２．RTKドローン技術の変遷
　RTKがドローンに搭載され始めた2010年代前半、

当時のUAV測量は「迅速で低コスト」な新技術と

して注目され始めた時期でした。しかし、地上測量

と比べて精度に課題が残り、特に公共測量、工事測

量への適用には慎重に議論されました。2016年の

i-Construction開始により、UAVを用いた出来形

測量・起工測量が運用されたことで、RTK搭載型

ドローンの普及が一気に加速しました。

　2017年には産業用RTKドローンが登場し、2020

年代に入るとRTKは標準装備となり、PPP（精密

単独測位）とのハイブリッド運用や、5G通信・クラ

ウド基盤との連携により「常時接続・常時計測」が

可能な環境が整いつつあります。

３．RTKドローンの利用分野
　RTKドローンの活用領域は、従来の測量・点検

だけでなく、社会基盤全体に広がっています。

（１）物資輸送（物流分野）
　山岳地帯や島しょ部など、輸送コストが高く、人

的リスクが大きい地域への運搬でRTK搭載物資輸

送ドローン（図１）が活用されています。高精度な

位置保持により、指定地点へのピンポイント投下や

自動離着陸の精度が向上し、物流の効率化に大き

く貢献しています。

（２）防災・災害対応
　災害直後の現場は、地盤の不安定さや浸水など、

人が立ち入れない場所が多く存在します。RTKド

ローンは、安定した自動航行により、状況把握・被

災範囲の推定・土砂移動量の測定などを迅速に実

施できます。遠隔地からの操作が可能で、初動対応

の強化につながります。

図１　RTK搭載物資輸送ドローン

「ドローン分野での測位衛星の活用状況」
鵜飼　尚弘

【講　演】
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（３）監視・点検
　河川監視や構造物点検では、ドローンの安定性

が重要です。RTKにより精度の高い飛行経路を維

持でき、再現性の高いデータ取得が可能です。特に

水空一体型ドローンでは、水位計測・流速計測・地

形変化の分析など、多様な情報を一体的に取得で

きます。

（４）農業・インフラ・エネルギー分野
　農地の生育状況把握、太陽光発電施設の点検、

送電線巡視など、マッピングと自動飛行が求められ

る現場でRTKは高く評価されています。

４．実証事例：河川観測と遠隔ドローン運用
　2025年７月に木曽川で実施した実証では、マル

チビーム測深装置とRTKドローンを連携させ、水

位・流速・川底形状を数分間で取得することに成功

しました。従来は複数の計測機器と人員が必要で

したが、水空一体型ドローン（図２）により省力化

と安全性向上が同時に達成されました。

　また、離発着を含む遠隔自動運用（図３）では、

飛行データの自動アップロード、点群生成の自動化、

日次の履歴管理が可能となり、将来的な「常時監

視インフラ」としての活用が期待されています。

５．RTKドローンの課題と今後の展望
　RTKドローンの利活用が広がる中、以下の課題

が明確になっています。

・安定した補正データの広域配信

・災害時や電波環境が不安定な地域での冗長化

・運用現場に適したマウントポイント体系

・高精度測位を前提とした運航ルール整備

　特に、Starlinkなどの低軌道衛星通信の普及は、

山間地・離島でのネットワークRTK運用を可能に

し、ドローンの社会実装を一気に進める要素となり

ます。今後は、測位衛星・通信・クラウドの三位一

体で、安全かつ高精度なドローン運用基盤が求めら

れます。

６．まとめ
　RTKを中心とした高精度測位技術は、ドローン

産業の発展に不可欠な基盤であり、今後の社会イ

ンフラ運用において重要な役割を担います。測量、

防災、物流、農業など、多様な分野での活用が進み、

ドローンは社会を支える主要なツールとなりつつあ

ります。引き続き、測位インフラの整備と高度化を

進めることで、より安全で効率的な社会を実現でき

ると考えています。

� 株式会社Survey Life

� 代表取締役　鵜飼　尚弘

図２　水空一体型ドローン

図３　遠隔自動運用
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１．会社概要
　当社は2002年に創業した測位衛星技術（株）で

培ってきたGNSS測位を中心とした測位技術をコア

技術として、移動体通信・情報技術との融合した精

密位置情報システムで、さらなるお客様のニーズに

合ったソリューションの展開を目的として2018年

より現体制となりました。社員・企業一丸となって、

GNSS技術にIoT・ICTを活用し、安心・安全な社

会基盤への貢献をめざして企業活動しております。

お客様は官公庁・研究機関、大学を始めたとした教

育機関から民間企業と幅広くなっております。

　当社の事業としては、GNSS技術を中心とした高

精度測位機器の提供・ソリューションの提案、GNSS

測位機器の試験環境の提供・構築、これらの応用技

術として国土インフラモニタリング事業を主に展開

しております。

　また、高精度測位情報の配信サービスを目的と

してソフトバンク（株）との合弁によって設立され

た（株）ALESの運営も事業としております。

２．防災モニタリングへの貢献
　高精度測位機器関連の事業では、気象庁や防災

科学技術研究所等が設置している全国各地の地震・

火山観測施設向にGNSS連続観測施設の機器構築・

納入をしておりまして、各機関での日々の防災活動

の一翼を担っております。

　大学等教育機関や各自然科学の研究機関向けに

は主に可搬式のGNSS観測用の受信機を納入して

おります。電源オンの操作のみでの定点解析に必要

なデータのSDカードへの自動収録が可能となって

おりまして、おかげさまで扱いやすさで定評を頂い

ております。

３．社会基盤を支えるGNSSテスト機器
　近年の自動車業界では自動運転やテレマティク

スは技術開発要素の一つなっておりますが、位置情

報は重要なアイテムとなります。自動車メーカー、

サプライヤーでこれらのシステム・機器の試験にお

いて活 用しているのがGNSSシミュレータです。

GNSSシミュレータはフィールドに出ることなくテ

スト環境下での自車位置推定に必要なGNSS信号

の生成を可能としております。これらのシステム・

製品の開発・検査にGNSSシミュレータは活用され

ております。

図１　イネーブラー（株）の設立イメージ

図２　可搬型GNSS観測用受信機

IoT・ICTを活用し、安心・安全な社会基盤への貢献をめざして
イネーブラー株式会社

【幹事からの寄稿】
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　また、位置情報は日常生活において欠かせないも

のになっておりますが、ここで近年問題となってい

るのがGNSSジャミング・スプーフィング（なりす

まし）問題です。GNSS信号帯域で妨害波を加えた

り、ニセのGNSS信号によって位置情報をなりすま

したりします。誤った位置情報が原因で事故やトラ

ブルが生じることが懸念されておりセキュリティ上、

重大な問題となっております。これらの事前検証や

確認にもGNSSシミュレータを基幹とした当社のシ

ステムが活用されております。

４．期待される国土インフラモニタリング事業
　これまで建設された道路・橋梁・トンネル・河川

施設等のインフラは建設後50年以上が経過し、老

朽化が問題となっております。ここでGNSS技術を

活用し、各種デバイスと組み合わせ計測データのリ

アルタイム監視・解析する当社のシステムが、災害

の未然防止やインフラの管理・長寿命化に活用可

能となります。自治体でのPoC（Proof of Concept：

概念実証）が開始されており、今後の成果・普及が

期待されます。

　簡単となりましたが当社の紹介とさせて頂きまし

て、今後の飛躍と社会貢献にご期待をお願いします。

� イネーブラー株式会社

図３　GNSSシミュレータ

図４　スプーフィング試験の実施例

図５　インフラモニタリング事業のイメージ
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